
県内農業を支えるビジネス経営体の発展モデル 

研究課題名 

 静岡県農業の成長戦略を支える担い手育成に関する研究（平成 26 年～28 年度） 

［研 究 の ね ら い］ 

農業の担い手の減少と高齢化の進展により、今後の県内農業生産の脆弱化が危惧されてい

ますが、これらの対策として、本県独自の企業的な経営体を育成するためのモデルについて

考察しました。 

［研 究 の 成 果］ 

県内を代表する先進的な 120 経営の事例を用いて、農業者がビジネス経営体へと成長発展

する過程を調査しました。これらをもとに、家族経営から雇用を積極的に活用した大規模法

人経営へと成長・発展していく過程を「理想的な成長発展モデル」として作成しました。 
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家族経営 法人経営

農業法人化
5,500万円

規模拡大
設備投資
9,000万円

経営安定期
1億8,000万円

代表取締役交
替・会長職

経営移譲

後継者なし

家族経営の成長の限界?

　更なる成長！

就農

1,800万円

8,000万円

優秀な

人材の育成

地域・社会

への貢献

高度な生産

技術を習得

・地域が抱える問題の解決

・経営目標の明確化 ・信用力の確保 ・オリジナルな発想、創意工夫

・高度な生産技術の修得 ・地域からの信頼

（篤農技術） 優れた経営感覚

改善・改革 高度な経営判断能力

PDCAサイクル

 

農業法人化家族経営

・臨時雇用
・季節雇用

経営発展

・常時雇用
・家計との分離
・部門別管理
・役割分担（分業）

【期待される効果】

  ・地域農業の活性化

  ・農業を通じての社会貢献

  ・安全安心な農産物の供給

  ・耕作放棄地の解消

  ・優秀な人材の育成

規模拡大・設備投資
経営の多角化

周年化、６次産業化
マーケッティング戦略

安定成長

・会計・財務管理
・労務管理
・人材育成、人脈

【経営者としての責任】
  ・従業員（家族）の生活保障
  ・福利厚生面の充実

 

 

 

 

ビジネス経営体として大きく発展している農業経営主は、40～45 歳くらいに法人化を図り、

その後、雇用活用や積極的な設備投資により規模拡大を図るとともに、地域農業の活性化や農

業を通じての社会貢献にも大きな役割を果たしています。 

 

（経営・生産システム科 TEL：0538-36-1551 e-mail：agrikeiei@pref.shizuoka.lg.jp） 


